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　第６章  Pacific Acceptance 社事件の判例分析
　第７章  Robert Wooler 社事件の判例分析










































　第７章では、米国における1980年代の判例である Robert Wooler 社事件が分析されている。本事案は、
同社の財務諸表を監査していた監査人に対して投資家が訴訟を起こしたものではなく、Robert Wooler 社と
Touche Ross 会計事務所とのレビュー業務契約に関して、Touche Ross 会計事務所による同社の内部統制の
調査及び評価の責任が問われた事案である。この判例分析では、「監査基準の準拠は正当な注意の行使の必
要条件にすぎない」という立場が支持された。

















論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１．本論文の意義、貢献及び残された課題
　本論文の意義は、まず、研究テーマ設定の適切性に求められる。職業的専門家としての正当な注意は、財
務諸表監査の基礎概念の一つである。監査人は、財務諸表監査の実施にあたって正当な注意を払うことを求
められるとともに、正当な注意を払って監査を実施していれば過失により重要な虚偽の表示を看過したとし
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ても免責されると考えられている。また、正当な注意を払って監査を実施するとは、監査基準に準拠して監
査を実施することであると理解されている。本論文は、これまで当然と考えられてきたこのような解釈の妥
当性に疑問を投げかけ、考察したものである。大規模な粉飾決算を見逃す監査の失敗事例が後を絶たず、監
査人に対する批判が高まっている今日、監査人が果たすべき責任に関する研究は時宜に叶ったものといえる。
　本論文では、正当な注意の概念とその適用について３つの研究課題を設定し、それを解明するために、史
的考察、判例分析及びモデル分析の手法が用いられているが、とくに判例とモデルを用いて議論を展開して
いる点は、大いに評価できる。アーカイバル・データを用いた仮説検定型の研究が主流の海外では、監査人
の正当な注意義務に関する先行研究はほとんど見られない。規範研究が多く見られる日本においても状況は
同じである。本論文は、このような研究課題についての解明に複数の研究アプローチを用いて取り組んだ意
欲作である。
　本論文の監査研究への貢献は、以下を明らかにした点に認められる。それは、①歴史的に見て、正当な注
意概念は法律上の合理的な注意概念を監査基準に取り込んだものであること、②監査基準は、それに準拠す
れば正当な注意を払ったと見なされるように、継続的に見直しが行われてきたこと、③これを裏返せば、監
査基準に準拠して監査を実施したからといって必ずしも正当な注意を払ったことにはならないと考えられ
ること、である。
　なお、本論文には上述のような意義と貢献が認められるが、あえて難を言えば、研究の総括が提示されて
いないことであろう。第10章において、本論文の問題意識と研究課題、ならびに第１編、第２編及び第３編
の概要を記述するだけでなく、３つの研究課題に関する結論を述べ、本論文全体としての結論――筆者なり
の正当な注意概念の意義とその適用に関する見解を示せば、本論文における課題設定、研究方法及び導き出
された結論の適切さがより明確になったと思われる。
２．審査委員会の結論
　職業的専門家としての正当な注意概念と監査人の法的責任の関係について、歴史研究、判例研究及びモデ
ル分析により多面的に接近した本論文は、博士課程における研究成果として十分な水準に達しており、今後
の研究の発展が大いに期待されるものである。
　審査委員会は、論文審査及び口頭試問の結果を踏まえ、本論文は、博士学位申請論文として高く評価でき
るものであり、本論文提出者が博士（商学）の学位を受けるのに値するものと判断する。
